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1　問題の所在と本研究の目的
　本研究は、ボストン市内にあるジャマイカ・プレイン地区開発法人（JPNDC: 
Jamaica Plain Neighborhood Development Corporation）という、「地域社
会に根差した組織（CBO:Community Based Organization）」の事例研究で
ある。1977 年に非営利法人として設立された JPNDC は、同地区の低所得住
民向けハウジングを中心に活動してきた。1996 年からは就労支援も始めたが、
そのなかの 1つ、医療介護（health care）分野のエントリー・ジョブへの／
からの上昇移動を支援するキャリアラダー・プログラムは、都合 8年で撤退し
た。2000 年に始まったこのプログラムについては、Joan Fitzgerald 原著／筒
井・阿部・居郷訳（2006/2008）『キャリアラダーとは何か』の第 2章が紹介し
ている。ロックフェラー財団が 2003 年に、全米で三指に入る革新的な労働力
開発イニシアチブであると表明するなど、米国内で注目が寄せられたものの、
JPNDC は手を引き、2008 年 2 月、Jewish Vocational Service Boston （JVS-
Boston）という、地元の労働力開発NPOへと移された。それはなぜだったのか。
ところが、『キャリアラダーとは何か』の原著は 2006 年刊行だし、JPNDC や
JVS-Boston のホームページ等は、移管の事実のみに言及しており分らない。
そこで本稿は、移管の事情・理由を明らかにすると同時に、地域社会／就労支
援／労働市場の関係をいかに捉えるかについて、社会学的考察を深めたい。
　この考察が重要なのは、NPO や社会的企業、自治体などによる就労支援が
近年さかんな日本における、これら 3つの関係についての中心的な見方を相対
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化する必要があるためである。その中心的な見方は、「困難を抱えた人びとは、
一般の求職者・就労者と比べて労働市場からの距離があったり、就労しても低
賃金労働に縛りつけられたりしているので、彼らの就労支援を効果的に行うに
は、地域社会に根差した諸組織（CBOs）（1）の連携と寄り添い支援が不可欠だ」
という命題に集約できよう。研究がこの命題を出発点にすると、被支援者のエ
ンパワーメントのありようを明らかにすること、連携の阻害要因を明るみに出
すこと、より良い連携の諸条件を特定することなどが、研究の焦点として導か
れる。
　こうした解明はもちろん極めて重要である。しかし、他にも解明すべき問い
がある。その問いは、地域社会／就労支援／労働市場の、上記命題が想定して
ない関係から生まれてくる。それは、困難を抱えた人びとの就労支援が効果を
上げたときに生じうる。労働需要側が就労支援の効果を肯定的に評価し、より
多くの労働力を求めたとき、地域社会と CBOs はいかにしてその労働需要に
応えようとしたのか。のちにそのプロセスをどのように省み、意思決定をなし
たのか。
　困難を抱えた人びとの就労支援は、効果がなかなか得られないことの方が普
通である。だからこそ、JPNDC が行ってきたキャリアラダー・プログラムが、
「グッド・プラクティス」として取り上げられる。だが、「成功」のその後はど
うなっているのか？ に関して、追跡調査とその分析がなされることは少ない。
こうした実践が持続的に発展しているか？ そもそも持続的発展とは如何なる
状態を意味するのか？ が問われることは少ない。これは問題である。そこで
筆者は、『キャリアラダーとは何か』刊行の後も、この書が取り上げた地域お
よび組織の幾つかについて、細々とではあるが調べ続けている。その 1つがボ
ストンにおける諸々の実践であり、本研究の事例である。
調査実施のタイムラインを、図表 1に示す。ここから分かるように調査方法
は、聴き取り・観察（見学）と文書分析に基づいている。聴き取り・観察（見学）
では、許可を得て IC レコーダーに録音した。文書分析は、訪問時に頂いた資
料のみならず、JPNDCや JVS-Bostonのホームページ等も対象にしている 。（2）
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図表 1　調査実施のタイムライン
2007 年 8 月
原著者 Joan Fitzgerald 教授との質疑応答
JPNDC 訪問、「ボストン医療介護研究訓練機構」に関して訓練担
当マネジャーの Anne Doherty 氏らとの質疑応答、資料収集
「ボストン医療介護研究訓練機構」の連携機関、Roxbury 
Community College の見学、資料収集
JPNDC と連携する近隣の NPO である MissionWorks の見学、資
料収集
JP 地区のハウジングの成果、ロングウッド医療エリアを見学
（2008 年 2 月）「ボストン医療介護研究訓練機構」の、JPNDC から JVS-Bostonへの移管
（2008 年 11 月）『キャリアラダーとは何か』翻訳刊行
2011 年 1 月
JVS-Boston の副理事 Carol Grady 氏との質疑応答、資料収集
JVS-Boston 内の見学
2011 年 3 月
JVS-Boston の副理事 Carol Grady 氏との質疑応答、資料収集
JVS-Boston の CNA（公認看護助手）講座担当ディレクター Amy 
Nishman 氏との質疑応答
CNA 講座の講師、修了生への聴き取りおよびクラスルーム見学、
質疑応答
移管を仲介した、Skill Works（ボストンのローカルファンダー・
中間支援 NPO）の Loh-Sze Leung 氏との質疑応答、資料収集
※筆者作成。
　さて、本稿の構成は以下のとおりである。まず第 2節は、前半でボストン市
の人口構成・労働力構成や産業構造について概略を述べつつ、ジャマイカ・プ
レイン地区（以下、「JP 地区」と略記）の地理的・社会的・産業的位置づけを
明らかにする。後半では、JPNDC の歩みを、アメリカ大都市圏の都市開発と
貧困問題の深刻化と併せて説明する。第 3節は、当該キャリアラダー・プログ
ラムの拡大・発展過程（「未来への懸け橋」から「ボストン医療介護研究訓練機構」
へ）について記述し、続く第 4節でプログラムを断念し JVS-Boston へと移管
した事情を明らかにする。最後に第 5節は、本事例研究がもたらす理論的イン
プリケーションについて考察する。
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2　ボストン市の人口構成・産業構造、および JPNDCの概略
2ー1　ボストン市の人口構成・産業構造
　マサチューセッツ州の州都ボストンは、人口 62 万人と、州の 9.4% が集中
している。65 歳以上人口は 10.1% となっている（2010 年国勢調査）。他州の
大都市と同様、有色人種の集中度が非常に高い。2005 ～ 2007 年の労働力人口
をみると、白人のしめる割合は、合衆国全体、マサチューセッツ州、ボストン
市の順に 8割＞ 7割＞ 5割である。また、ボストン市の 18 歳未満人口におけ
る白人比率は、1970年→ 1980年→ 2000年の順に 7割→ 5割→ 3割と低下した。
なお学歴構成は、2008 年時点で、25 歳以上のボストン市民の 4割が大卒以上
学歴である。ただし人種別でみると、白人、アジア系、アフリカ系、ヒスパニッ
クの順に 5割強＞ 4割＞ 2割＞ 2割弱となっている。つまりボストン市では、
白人比率の減少と低学歴化が進行している 。（3）
図表 2 の地図に示すように、北東から南西に細長いボストン市は、16 の行
政地区（district）に分かれている。JP 地区は、州と市の行政機能が集中し商
業も盛んな Central 地区と Back Bay/Beacon Hill 地区からすると、Fenway/
Kenmore 地区を挟んで南西方向に位置する。2000 年の国勢調査によれば、JP
地区の人口は 36,302 人で、白人 49%、ヒスパニック 29%、アフリカ系 15%、
アジア系 4%、その他 3% となっている。また、世帯の 37% は世帯所得が
35,000 ドル未満、17% が連邦政府の貧困ラインを下回っている 。（4）
図表 2 の地図はまた、03301 ～ 03305 の地域コード（PUMA: Public Use 
Microdata Area）別に、世帯所得の中央値をとって色分けがなされている。
色が濃いほど、世帯所得の中央値も大きい。JP 地区をみると、南部はそれが
最大（61,240 ドル）、北部は最小である（27,752 ドル）。南部はスラム等の再
開発による「高級化（gentlification）」が進んできたのに対し、北部はヒスパ
ニックとアフリカ系を中心とした低所得層が集中しているからだ。JPNDC に
よれば、「30 年前に銀行は、JP 地区は危険すぎて、そこの不動産を買うなど
とても勧められないと言っていたが、いまや JP 地区はボストン市内で 3番目
に地価が高い」と指摘している（5）。だが、これは南部に当てはまることであっ
て北部は違う。2007 年 8 月、両地域を実際に歩いてみて、それがよく分かった。
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図表 2　ボストン市の行政地区と世帯所得の中央値
JP 地区とりわけ北部の住民にとって、バス・路面電車を使って小半時で通
える、Fenway/Kenmore 地区のロングウッド医療エリア（図表 2の地図でい
うと「Kenmore」の「r」のあたり）は、格好の働き場である。ここには、ボ
ストン小児病院、ベス・イスラエル＝ディーコネス病院、ブリガム・アンド・ウィ
メンズ病院、ハーバード・メディカル・スクール、ダナ＝ファーバー癌研究所
など、大規模な病院や医科学研究所がひしめいている。因みに、ボストン市で
最大の産業セクターは医療介護である。95,000 人を雇用し、求人の約 20％を
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しめている。また、これは拡大ボストン圏の数値だが、2000 年から 2008 年に
かけて、製造セクターでの雇用は約 80,000 人減少したのに対し、医療介護セ
クターでは 50,000 人近く増加した 。（6）
ここまで確認してきたボストン市の人口・労働力構成と産業構造の変化は、
実は「中間スキル職」の労働需要を充たせないままでいる、という問題を生
んでいる（Wilczynski 2010）。「中間スキル職」とは、最低限高卒学歴が必要
だが 4年制大学卒までは必要ない、というレベルの職である。つまり、準学士
を取得する、あるいはカレッジで幾つか単位を修得する、というレベルだ。医
療介護分野であれば、准看護師（licensed practical nurse, 2008 年の年間所得
中央値は 49,490 ドル）や医科学研究所の技能技術者（medical lab technician, 
同 37,170 ドル）などである。Wilczynski によれば、マサチューセッツ州では
2006 年から 2016 年にかけて、中間スキル職は上位スキル職の求人需要に匹敵
すると見込まれるし（それぞれ 38% と 39%）、2007 年においては、上位スキ
ル職では労働供給超過（人余りで職が見つからない）であったのに対して、中
間スキル職では労働供給不足（成り手がいない）であった。以上はマサチュー
セッツ州全体の数値だが、ボストン市の人口構成や産業構造を考えれば、低所
得層・貧困層問題の解決と同時に、彼らを対象に定めた労働力開発、つまりキャ
リアラダー戦略が、いっそう重要であることが分るだろう。次項では、このよ
うな社会経済的状況を念頭に、JPNDC の概要を確認していこう。
2－2　JPNDCの概要（7）
JPNDC は、JP 地区の住民 150 人が参加し、準備に 18 か月をかけ 1977 年 6
月に設立された、内国歳入法典の 501c（3）組織―いわゆる NPO 法人―
である。その活動内容は、① Affordable Housing（手ごろな価格の住宅供給）、
②スモール・ビジネスの活性化、③就労支援、の 3つに大別され、この順番で
取り組まれてきた。すなわち JPNDC は、地区住民による地区住民のための、
安心・安全な生活環境と持続的な経済開発の実現をミッションに立ち上げられ
たのである。
アメリカの戦後史をふり返れば、ジョンソン政権期の公的健康保険や公共住
宅供給の拡大は貧困の撲滅にはつながらず、逆に 1960 年代後半、アフリカ系
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アメリカ人を中心とした都市暴動が頻発した。なぜなら連邦政府支出による都
市開発は、スラム・クリアランスを中心にすえ、コミュニティの解体を促進し
たからである（Gratz 1993）。つまり再開発された場所は、地価が高騰し住民
は立ち退きを強いられたのだ。しかしこの頃から、インナーシティの地域社会
を組織する近隣地区のリーダーたちが自発的に活躍し始め、地域社会開発法人
（CDC: Community Development Corporation）（8）へと成長していく動きも見
られた。CDC は、ニクソン政権が 1974 年に制定した住宅・地域社会開発法に
よって発展を促された。なぜなら同連邦法は、詳細な行政的基準を定めた特
定補助金（categorical grant）ではなく、地域社会の裁量の大きい包括補助金
（block grant）を支給するものとしたからだ。とはいえ 1970 年代に入っても、
大都市圏への貧困集中は緩和されなかった。その理由は、都市開発が空間的ト
リクル・ダウン理論を前提としていたことである。つまり、ダウンタウン商業
地区の再開発は、近隣地区へも富をもたらすものと考えられた。しかし、その
再開発は金融業とサービス業の興隆を促すものであって、低所得層やマイノリ
ティの就労機会や所得上昇、あるいは中小製造業者には無関係だった（ノッデ
ル・秋山 1997）。もちろんボストン市も例外ではない。JPNDC は、このよう
な政治経済的文脈のなかで 1977 年に設立されたのである。
それでは上記①②③の活動内容を具体的にみてみよう（9）。まず① Affordable 
Housing は、廃墟と化した住居の取り壊しや改修・改築による用途転換
（housing rehab）（10）、悪徳家主との交渉、低家賃で住める新規アパートの建築、
地価高騰を伴わない地域開発の市当局への要求運動（アドヴォカシー）、など
である。連邦・州・市の補助金を活用した、housing rehab や低価格アパート
新築の取り組みは、JC 地区の北部を中心に、これまで約 20 箇所にも及ぶ。こ
れらの住居のなかには、協同アパート cooperative apartment もある。アパー
トの建物全体を所有・管理する法人の株式を居住者が取得・保有し、持ち分に
応じて部屋を占有する。1993年に完成したハイド・スクウェア協同アパート（41
室）がその一例だ。図表 2の地図でいえば、地域コード 03305 の凸部のすぐ右
側、つまり世帯所得中央値が最も低い場所である。
②のスモール・ビジネスの活性化は、閉鎖されたビール工場を活用した、コ
ミュニティ・ビジネスへの場所提供が中心である。JPNDC は 1982 年、この
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旧醸造所を全米歴史的建造物として登録することに成功し、連邦補助金も取
りつけて改修に着手した。2007 年 8 月の見学時には、メキシコ料理の宅配店
が注意を惹いた。学歴や就労・所得などの点でアフリカ系アメリカ人よりも
不利であり続けているヒスパニック系住民のコミットメントを高める努力を、
JPNDC がずっと続けてきたことの、1つの現れと言えよう。なお 2009 年は全
てのテナントが埋まり、ここで働く人びとは 500 人に達した。
③の就労支援としては、English High School の成人学習コースとの協賛に
よる、1996 年のキャリアフェア開催が最初である。その 2年後、より本格的
なイニシアチブを開始する。Jobs for Jamaica Plain という就労相談・指導、
そして在宅保育者訓練プログラムである。これら 2つが開始された 1998 年は、
連邦の労働力投資法（WIA: Workforce Investment Act）が制定された年であ
り、地域社会主導の就労支援・職業訓練により多くの連邦マネーが流れ込むよ
うになったことが背景にある、と考えられる。
就労支援のなかでも、なぜ在宅保育者訓練が選ばれたのか。理由は 4点に整
理されよう。第 1に、JPNDC では、おばあちゃんたちがボランティアで、地
区の公共施設で孫たちの面倒を見てきた伝統があるため、とりかかりやすかっ
た。第 2に、職に恵まれないより若い世代の女性たちにとって、就労と稼得の
機会となる。第 3に、児童心理学の初歩を履修するなどして、一定水準に達し
た在宅保育者に対しては、（児童の保育費を通して）公的補助が得られる。第
4に、夜間や週末も含めて JP 地区の在宅保育が拡充すれば、その親たちが安
心して職場に行ける。以上のように在宅保育は、JP 地区の住民全体に波及効
果を及ぼすものとして位置づけられたのである。
第 3節で詳しく説明する、医療介護分野のエントリー・ジョブへの／から
の上昇移動を支援するキャリアラダー・プログラム「未来への架け橋」を
JPNDC が始めたのは 2000 年である。以上①②③をまとめると、1977 年に
Affordable Housing を出発点として発展してきた JPNDC は、1980 年代初頭
にスモール・ビジネスの活性化にも着手し、1990 年代半ばになって就労支援
にも事業内容を広げた、ということが分かる。
本節の最後に、JPNDC のガバナンスと予算について簡単に確認しておこう
（2009 Annual Report を参照）。18 人からなる理事会の下に、実行組織が置か
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れている。そのスタッフ数は31人で、ボランティアも多数抱える。事業規模は、
2009 会計年度で 330 万ドルである。収入は、保育プログラムから 100 万ドル、
私的財団から 90 万ドル、不動産関連収入が 70 万ドルと、これらで 8割をしめ
る。支出では人件費（給与と給付、所得税）が 6割超に達している。
3　「未来への架け橋」から「ボストン医療介護研究訓練機構」へ
「未来への架け橋（Bridge to the Future）」は、JPNDC の特別イニシアチ
ブである。そのディレクターであったサラ・グリフィン氏は、JPNDC のプロ
パーではない。都市計画の修士号（MIT）を持つ労働力・組織開発のコンサ
ルタントで、プロジェクトの期間、そこにコミットする。この意味でも「特別
（special）」である。以前にグリフィン氏は、ロングウッド医療エリア近隣の、「貧
困家庭一時扶助」を受給している住民を訓練して、病院内の配膳や清掃の仕事
に就かせる、「ウェルフェア・トゥ・ワーク」のプログラムを大成功させたこ
とがあった 。（11）
しかし、こうした仕事は時給 8～ 9ドル程度にすぎず、そこからのステップ
アップは望めなかった。グリフィン氏は、彼女のプログラムの修了者にステッ
プアップするだけの能力があると認めていた。他方で病院側は、中間レベルか
ら上位レベル職の従業員の、慢性的な高い離職率で悩んでいた。彼女はこの
ギャップを、低所得層のためのキャリアラダー・プログラムを実施するチャン
スと見た（Fitzgerald 2006 ＝筒井ほか訳 2008: 62－63）。第 2節で確認したよ
うに JPNDC は、地区住民の社会的サポート（安心・安全の住居や、夜間や週
末にも子どもを見てもらえる在宅保育）に 20 年以上も取り組んできた。しか
も、JP 地区は地理的にも通学・通勤コストが低い。以上は、人びとが教育訓
練でスキルを向上し、柔軟な勤務シフトに対応するために不可欠の要素である。
それゆえにグリフィン氏は、JPNDC と似たような取り組みをしてきたフェン
ウェイ地区開発法人（Fenway CDC）も一緒に、「未来への架け橋」を始めた
のである。
ボストン小児病院など 4つの病院を対象にして、2000 年春に 3年間で 20 万
ドルという小さな規模で始まったこのプログラムに関して、真っ先に高く評
価すべきだと筆者が考えるのは、初年度に行われた徹底的な取り組みである。
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グリフィン氏らは、4病院の人事担当者、現場管理者、現場従業員へのインタ
ビューをとおして、就労継続と昇進の阻害要因の特定、各ポストの空き率の算
出、キャリアマップの作成を行った上で、訓練プログラムの構築に着手したの
だ。かくして第 2年度に実行された訓練プログラムは、チームワークや問題解
決といったソフトスキルの形成・向上が中心で、受講者の就業継続率は 90% 超、
また 20% が昇進を遂げるという成果を生み出した（同訳書 : 63－66）。
「未来への架け橋」は 2002 年春に急速に拡大し、8つの病院（のちに 11）、2
つのコミュニティ・カレッジ、4つのコミュニティ組織、行政機関等が参加する。
「未来への架け橋」は名称も変更し「ボストン医療介護研究訓練機構（BHCRTI: 
Boston Health Care Research Training Institute）」となった。JPNDC は引
き続きそこで統率役を果たす。2004 年には、予算は約 90 万ドルに達した（同
訳書 : 66－67）。
小さなプログラムのこうした拡大の事実を目にすれば、私たちは、それが病
院側＝経営者をはじめ広く社会的認知を得たのだ、と肯定的に評価するだろう。
ところが、JPNDC が後に撤退した事実にメスを入れれば、拡大過程にとも
なう別の側面が見えてくるし、見る必要がある。そこで以下では、Fitzgerald
（2006）が、分析対象にしたはずの「未来への架け橋」第 2年度報告書（Bridges 
to the Future Second Year Report 2001－2002）（12）からは詳しくは取り上げ
なかった事実を、ここで細かく確認しよう。図表 3に、「未来への架け橋」と「ボ
ストン医療介護研究訓練機構」の比較を示す。運営委員会、実行組織（スタッフ）、
現職者訓練プログラム、求職者斡旋プログラムの 4つを、比較の軸としている。
Fitzgerald（2006）が言及しているのは、運営委員会と現職者訓練プログラム
の 2つなので、実行組織（スタッフ）と求職者斡旋プログラムについて見てお
こう。
まず実行組織を確認すると、両者ともに JPNDC と Fenway CDC からの人
材投入が中心となっている。ただし「ボストン医療介護研究訓練機構」では、
3人増となったキャリアコーチに関しては、拡大する訓練受講者数に対応する
ため、民間人材会社（図表 3では「ほか 4組織」に含まれる）から投入されて
いる。続いて求職者斡旋プログラムは、図表中の記述にあるとおり、JPNDC
と Fenway CDC の雇用スペシャリストが、それぞれの地区住民に働きかける。
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図表 3　「未来への懸け橋」と「ボストン医療介護研究訓練機構」の比較
未来への懸け橋
（2000 年 2 月～ 2002 年前半）
ボストン医療介護研究訓練機構
（2002 年後半～ 2007 年）
運営委員会 JPNDC（統率組織） JPNDC（統率組織）
Fenway CDC Fenway CDC
4 つの病院 8つの病院
2つのコミュニティ・カレッジ
JVS-Boston
ハーバード事務職員組合
ボストン民間産業協議会
仕事とコミュニティ・サービス市
長室
ほか 4組織
実行組織
（スタッフ）
ディレクター（JPNDC、グリフィ
ン氏）
ディレクター（JPNDC、グリフィ
ン氏）
コーディネーター（同上、ドハティ
氏）
管理職 2 人（JPNDC と Fenway 
CDC）
管理職 3 人（JPNDC と Fenway 
CDC）
キャリアコーチ 2 人（JPNDC と
Fenway CDC）
キャリアコーチ 5 人（JPNDC と
Fenway CDC、および人材会社）
雇用スペシャリスト 2人（JPNDC
と Fenway CDC）
雇用スペシャリスト 2人（JPNDC
と Fenway CDC）
プログラムアシスタント 1人
現職者訓練
プログラム
「基礎スキル訓練」（2001‐2002） 多種多様なクラス（2002年途中から）
・プログラム策定と実施はバンカー
ヒル・コミュニティ・カレッジ労
働力開発センターとそのインスト
ラクター
・第二言語としての英語（ESL）
・一般教育修了検定（GED）向け
・プレ・カレッジ（算数と代数基礎）
・ソフトスキルや批判的思考の訓練 ・各種スキル訓練
　 テクニシャン補助（バンカーヒ
ル・コミュニティ・カレッジ）
　医療管理事務（JVS-Boston）
・キャリアコーチがつく ・キャリアコーチがつく
求職者斡旋
プログラム
JPNDC と Fenway CDC の雇用ス
ペシャリストが、それぞれの地区
住民に働きかける
JPNDC と Fenway CDC の雇用ス
ペシャリストが、それぞれの地区
住民に働きかける
※　Bridges to the Future Second Year Report 2001-2002 より著者作成。
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現職者訓練受講者の昇進あるいは慢性的に高い離職率によって生じるポストの
空きは、地区住民にとって重要な雇用機会である。なぜならそのポストは、下
位レベルの職かもしれないが、「未来への架け橋」の取り組みによって、そこ
から上がっていけるキャリアのハシゴが築かれつつあるからだ。
ところで Fitzgerald（2006）は、なぜ運営委員会のメンバーがこのような
顔ぶれになったのかにもついてふれていない。これも確認しておこう。その理
由は、拡大を可能にした助成金の性質による。マサチューセッツ州が 2001 年
11 月に発表した、産業規模の地域的パートナーシップによるキャリアラダー・
プログラムへの新しい助成金（BEST: Building Essential Skills Through 
Training）に「未来への架け橋」は応募し、採択されたのだ（2002 年 2 月通知）。
つまり、JP 地区・Fenway 地区と 4つの病院という小さなパートナーシップ
ではなく、ボストン市全体でのパートナーシップが資金獲得には必要で、その
ような連携組織を構成したであった。
4　就労支援の断念と JVS-Boston への移管
4－1　JVS-Boston による説明（13）
以上のように「未来への架け橋」は、「ボストン医療介護研究訓練機構」へ
と拡充されたのだが、本稿の冒頭で述べたように、2008 年 2 月、「ボストン医
療介護研究訓練機構」は JPNDC から JVS-Boston へと移され、名称も「医療
介護訓練講座（HTI: Healthcare Training Institute）」に変更された。筆者は
翻訳書刊行（2008 年 11 月）ののち、JPNDC のホームページを参照したとき、
この事実を知った。JVS-Boston のホームページも移管の事実のみで、その理
由・事情は記されていない。2007年8月にインタビューをしたJPNDCのスタッ
フ数人も既に辞めており、連絡がつけられない（一般に NPO スタッフの組織
移動・転職は激しい）。
ホームページによれば、JVS-Boston はボストンで最もふるく（1938 年設立）、
最も大きい就労支援 NPO（501c（3））である。してみれば、「ボストン医療介
護研究訓練機構」のパートナー組織のうち、JVS-Boston へと移管されたこと
には頷けよう。とはいえ、これは表面的な理解であり仮説である。なぜだろう
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とずっと引っかかっていた疑問を解き明かす機会は、2011 年 1 月に得られた。
JVS-Boston の担当副理事キャロル・グレイディ（Carol Grady）氏 を訪れた
のである（図表 1：調査実施のタイムライン参照）。彼女の説明の大意を以下
に示す。（14）
2008 年 1 月、JPNDC の人間が、「ボストン医療介護研究訓練機構」は
もはや我々のミッションに合致しない、と言いに来た。病院側の人間も、「機
構」のプログラムは、もはや現職者訓練の受講者ニーズに合わないと述べ
た。私［グレイディ氏］が思うに、JPNDC の失敗の原因は、彼らが第一
義のクライアントは労働者側だと考えたことだ。だが、雇用主がいてこそ
の雇用なのだから、彼らのニーズを第一義に考えて対応しなければ元も子
もない。
JPNDC のミッションとは何か。それは、「地域のエンパワーメント・経済
開発（15）・アフォーダブルな住宅開発の綜合的な戦略によって、健全で多様で
持続可能な近隣地区としてジャマイカ・プレインを再活性化すること」であ
る（16）。だとすれば、20もの組織が参加するパートナーシップの統率は、このミッ
ションにそぐわないのは当然と言えよう。
現職者訓練カリキュラムが受講者のニーズに合わなくなったのはなぜだろ
うか。それは、病院側がより上位レベルのスキル訓練を重視したのに対し、
JPNDC はソフトスキルを含めた基礎訓練（ESL や算数）を重視したからで
ある。グレイディ氏によれば、〈病院における中心的な仕事（周辺的な低位の
仕事ではない、という意味）に従事するには、準学士の学歴が最低限あること
が望ましい〉とするホスピタル・コード（病院綱領）が存在し、各病院はこれ
に沿った人事管理を指向する。しかるに JPNDC は、地域住民の、エントリ ・ー
ジョブへの／からの上昇移動に資するカリキュラムを重視する。確かに、さま
ざまなレベルや種類のスキルに対応したカリキュラムが用意されているとして
も（図表 3を参照）、病院側と JPNDC では、現職者訓練の想定層が少しずつ
上下にずれていったのである。
「機構」のプログラムがニーズに合致しなくなった理由は、グレイディ氏に
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よればもう 1つある。それは、コミュニティ・カレッジというオフサイトでの
教育訓練が、病院側からすれば従業員の通学コストを直接・間接に払わねばな
らないことである。そのため移管後の「医療介護訓練講座（HTI）」では、全
てオンサイトにした。HTI には、「ボストン医療介護研究訓練機構」ではパー
トナーであった 2つのコミュニティ・カレッジも関与していない。「オンサイ
ト訓練こそがベスト・プラクティス」（グレイディ氏）なのである（17）。
以上の説明（正確には、筆者が再構成したグレイディ氏の説明）は非常に説
得的だ。だが、移管の理由・事情の解明をここで終わりにしてもよいわけでは
ない。彼女はまだ話し足りなそうで、逡巡が見られたのだ。それ以上話せば「悪
口」になると思っていたのかもしれない。いずれにせよグレイディ氏は、移管
の仲介に入った、SkillWorks のルーシー・ルー（Loh-Sze Leung）氏を紹介
して下さった。そこで 3月に再び渡米し、話をうかがうことになった。
4－2　SkillWorks による説明（18）
SkillWorks は、ローカル・ファンダー兼中間支援 NPO であるボストン財
団の一部門で、低所得層を対象とした労働力開発プログラムに助成金を出して
いる。ボストン財団は「未来への架け橋」「ボストン医療介護研究訓練機構」
に資金提供をしてきた組織の 1つで、HTI にも助成金を出し続けている。移
管の理由・事情に関するルー氏の説明の大意は以下のとおりである。
　
サラ［グリフィン］は反貧困の哲学を持った人物で、低所得層のために
それは尽力してきた。同時に、拡大した雇用主の労働需要にも応えようと
して、訓練対象者を JP 地区［と Fenway 地区］以外にも大きく広げた。
それが、JPNDC のミッションとのズレを大きくした。
これは重要な指摘である。グレイディ氏が述べたように、病院側の労働需
要（現職者訓練需要）は、質的のみならず量的なものでもあったのだ。図
表 3 に示したように、「未来への架け橋」は当初、4 つの病院と JPNDC と
Fenway CDC のパートナーシップという、非常に小さな規模で始まった。と
ころが 2年後には 8つ、さらには 11 の病院が参加することになった。JP 地区
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と Fenway 地区の住民のみで、その労働需要を充たすのは困難と言えよう。
この新たな認識を得たうえで、JPNDC の 25 周年記念冊子（年表）にいま
一度目を通すと、2002 年の記述が、実は重要な含みを帯びていることが分かる。
曰く「ボストン医療介護研究訓練機構」は「近隣住民とその他のエントリー・
レベルの労働者に訓練を提供する新しい協働である」。「未来への架け橋」第 2
年度年次報告の、終りの方の指摘もそうである。「各病院の、さまざまなスキル・
レベルの雇用ニーズを充たせるだけの、資質ある労働者のプールを拡充できる
かが、次年度のカギとなる我々の課題であろう」。この予想ないし見込みどおり、
JP地区（と Fenway地区）の住民ではない、「その他の」労働者の補充がクリティ
カルな課題となり、グリフィン氏らがそれに尽力した。結果、地区と地区住民
のエンパワーメントと経済開発という JPNDC のミッションと乖離していった
たわけである。
5　結論：地域社会・就労支援・労働市場の関係の捉え方とその含意
以上本稿は、なぜ、非営利の地域開発法人である JPNDC から労働力開発
NPO である JVS-Boston へとキャリアラダー・プログラムが移管されたのか、
その事情・理由を明らかにしてきた。小さなパートナーシップで開始された
「未来への架け橋」は、早い段階でその効果を高く評価された結果、連携組織
の急速な拡大と、病院側からの労働需要（現職者訓練需要）の質的量的拡大を
もたらした。地域住民のエンパワーメントと経済開発を最優先課題に挙げる
JPNDC にとっては、資金は豊富化したにせよ、20 もの組織で構成されるパー
トナーシップを統率すること、JP 地区住民以外の労働者のリクルートメント
や訓練にもより多くの資源が投入されることは、そのミッションとの乖離に他
ならなかったのである。
JPNDC が手を引いたものの、このキャリアラダー・プログラムは持続的発
展を遂げている。JVS-Boston の下での HTI は、グレイディ氏が統括する 250
万ドルの年間予算によって、7つの病院での現職者訓練と、公認看護助手（CNA: 
Certified Nurse Assistant）養成から構成されている。「ボストン医療介護研
究訓練機構」の年間予算のピークが 90 万ドル（2004 年）、JPNDC の年間予算
が 300 万ドル程度であることを考えると、HTI の大きさと各種スタッフの集
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中確保ぶりが分かる（19）。複数の教育訓練パートナーが資金とスタッフを分割・
分担するのではなく、一機関が一括管理し実行する。「未来への架け橋」の持
続的発展の内実は、以上のようなものである。
こうした持続的発展は、経営学的な観点からは、肯定的な評価が大いに可能
であろう。しかるに本稿は社会学的な観点から、地域社会／就労支援／労働市
場の関係をどう捉えるかについて考察を深めたい。
本稿の事例分析が明らかにした移転の事実を、抽象度を上げて考えてみると、
次のように定式化できる。すなわち、いかなる就労支援の理念をもった CBOs
が労働市場を媒介するかによって、対象とされる地域社会の単位自体が変動し、
また、そのエンパワーメントと経済開発のあり方が左右される。
困難を抱えた人びとや低所得層に、少しずつ上っていけるキャリアのハシゴ
と「寄り添い支援」があるのは、大変麗しいことである。ところが「寄り添い
支援」は理念的に、効果の大幅な拡大をもたらさない（労働政策研究・研修機
構 2011）。対象者が広がるほど、一人ひとりに深く丁寧に接することは難しく
なる。それを避けるべくしての人数的な限定は、「地区」のエンパワーメント
と経済開発という JPNDC の理念からは可能であった。しかるに、病院側が望
んだ、支援の効果の大幅拡大が生じるには、教育訓練時間がより短くて済む、
対象者の量的拡大が必要になる。それに応えたのが、「雇用主がいてこその雇
用」を掲げた JVS-Boston であり、就労支援対象者をボストン全体に広げたの
であった。
どちらの理念が正しいかあるいは望ましいかを論じたいのではない。それは
不可能であり、不毛な論議と化すであろう。なぜなら、それはどちらの立ち位
置を選択するかの問題だと、筆者は考えるからである。だから私たちが問うべ
きなのは、次の問いである―労働需要の拡大に、必ずしも充分に応えられる
わけではない、小さな地域社会におけるキャリアラダー・プログラムであって
も、それを実施するマイナーな就労支援機関が、社会的認知と資金を拡充し正
当性を維持するような制度はあり得るか？
ここで制度とは、「法とモーレス―非公式的な慣習・習慣―の内に埋め
込まれ、またそれらによって強制される規範的な型」を意味する（Bellah, et. 
al. 1991, 邦訳 2000:9）。本稿に応用すれば、〈地域社会・就労支援・労働市場の
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関係はこうあるべきだ〉という社会全体の共通理解のことである。つまりそれ
は、ひとつひとつの組織が生産的に活動しているかとか、プログラムやカリキュ
ラムが効果を上げているかといったことを超えている。上記で問うたような制
度は、CBO や CDC の人びと、地域社会に暮らし働く人びとが心から望んで
いるものであるから、どこかで何らかのかたちで生まれ発展しようとしている
にちがいない。それが分析されなければならないという意味で、この問いは実
践的かつ理論的な問いである。
［注］
（1）「地域社会に根差した組織（CBO）」は、non-profit の法人（NPO 法
人）を指すことが多いが、厳密に言えば、それに限定されるわけでは
ない。CBO には、さまざまな形態があり得る。governmental か non-
governmental か、後者であれば for-profit か non-profit か、さらには、
法人 corporation か任意団体 voluntary association か。つまり公的エー
ジェンシー、営利企業、労働組合、宗教団体のいずれも、その活動の如
何によって、「地域に根差す」ことが可能である。
（2）2011 年 1 月と 3 月のボストン訪問に際しては、「未来への懸け橋」「ボス
トン医療介護研究訓練機構」の特別ディレクターであった Sarah Griffin
氏と、JPNDC の担当者にも会えるよう、依頼や日程調整に尽くしたが叶
わなかった。本稿執筆には、これらの人びとからの聴き取りがあって然
るべきだがやむを得ない。他日を期したい。
（3）この段落の統計数値は、US Census Bureau, Census and American 
Community Survey からの引用である。
（4）QUICK OVERVIEW OF JAMAICA PLAIN を参照（2007 年 8 月 12 日）。
http://www.jpndc.org/overview_jp.html
（5）（4）に同じ。
（6）Massachusetts Executive Office of Labor & Workforce Development の
データより。
（7）本項および次の第 3節は、平成 18－20 年度・日本学術振興会科研費研究・
基盤（B）「グローバル化・ポスト産業化社会にける教育社会学の理論的
基盤の再構築に関する研究」（研究代表：広田照幸）の研究成果の一部で
ある。
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（8）CDC は地域社会に根差した組織＝ CBO の一形態である。注 1も参照。
（9）以下の記述は、JPNDC の 25 周年記念冊子 Our Community, Our World, 
Year by Year 1977－2002 と、2009 Annual Report に基づく。
（10）廃墟と化した住居は、器物破損や無断占拠、さらには放火の対象となっ
ていた。
（11）1996 年の連邦「個人責任・雇用機会調停法」の成立後、1997 年に
TANF（Temporary Aide for Needy Family ＝貧困家庭一時扶助）が制度
化された。生活保護手当の受給は生涯で通算 60 か月に制限され、受給者
は教育訓練や求職活動に従事するか、就労しなければならないとされた。
グリフィン氏は、政府から委託された TANF プログラムに取り組んでい
たということである。
（12）2007 年 8 月の JPNDC 訪問時に戴いた。
（13）本項は、平成 22－23 年度・労働政策研究・研修機構プロジェクト「ア
メリカにおける新しい労働組織のネットワークに関する研究」（取りまと
め：山崎憲）による成果の一部である。
（14）学士号は教育学、修士号は公衆衛生学（MHP: Master of Public Health）
を持つ。前職は、ボストン最大の児童福祉機関で、訓練担当のディレクター
であった。
（15）「経済開発」というと、まずは工場誘致などが思い浮かべられようが、
それだけではなく、労働力開発（職業訓練や職業斡旋）も含む概念であ
ることに留意。
（16）ABOUT THE JPNDC を参照（2007 年 8 月 12 日）。http://www.jpndc.
org/about_jpndc.html
（17）ウィスコンシン地域訓練パートナーシップ（WRTP: Wisconsin 
Regional Training Partnership）の会長である Earl Buford 氏は、コミュ
ニティ・カレッジはその財政構造の理由から、雇用主側のニーズに応え
ることよりも、学生定員を埋めることを重視するきらいがある、とその
問題点を指摘する（筒井 2012）。ここに挙げた 2つのコミュニティ・カレッ
ジが、「ボストン医療介護研究訓練機構」においてそうであったか否かは
もちろん不明だが、異なるアジェンダと優先順位を掲げる諸組織の「連携」
は、大変困難なことが推察される。
（18）本項は、平成 20－22 年度・日本学術振興会科研費研究・基盤（C）「市場化・
270　法政大学キャリアデザイン学部紀要第 9号
Hosei University Repository
分権化時代の就業支援政策の有意味性と公共性に関する教育・労働社会
学的研究」（研究代表：筒井美紀）による成果の一部である。
（19）2011 年 1 月、グレイディ氏の説明と提供資料。
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The purpose of this paper is (1) to clarify why JPNDC, a CDC in 
Boston, withdrew from a career ladder program and transferred it to JVS-
Boston, a NPO for workforce development, even though this program 
had been nationally highlighted as an innovative one, and (2) to give a 
sociological thought on the relationship among local community, workforce 
development, and labor market.
Many researches on career ladder program often ignore a fact that a 
sudden increase in the labor demand for low and middle skill jobs may 
happen through the success of the program. That is what happened to 
JPNDC and therefore a follow-up survey on the “AFTER” of “success” is 
needed.  This is why this paper carries it out as for JPNDC, referred to in 
Fitzgerald (2006).
The findings are the following: because “Bridge to the Future,” which 
started up by a small partnership (2 CDCs and 4 hospitals), was highly-
evaluated at its early stage, it expanded rapidly to a large partnership of 20 
organizations including 8 hospitals and resulted in a steep increase in the 
labor demand, both in quantity and in quality.  It is the very discrepancy 
between mission and practice for JPNDC to lead a city-wide partnership 
and to invest more resources in workers other than its residents.
The findings above are generalized as the following: what CBO with what 
mission will intermediate the labor market changes (1) what a targeted 
local community means, and (2) how a local community empowers its people 
and facilitates workforce development.
  The implication of this case study leads to a practical and theoretical 
question asking “is it possible for us to create institutions which enables 
any minor organizations for workforce development targeted to a small 
local community to be socially legitimated and to be sufficiently funded?” 
Further research should analyze emerging phenomenon in order to answer 
this question.
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